
平成22年 2月 第16号

アイリス法令ニュース

【労務】登録型派遣は専門26業務などを除き原則禁止
労働政策審議会から労働者派遣法の改正に向けた報告書が公表されました。主な改正点は、（1）登録型派遣は

専門26業務などを除き原則禁止、（2）製造業務派遣は常用型に限って認める、（3）2ヶ月以内の期間を定める日

雇い派遣の原則禁止、などとなっています。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[厚生労働省]

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000003hjs.html

【雇用保険】非正規労働者の雇用保険適用範囲を31日以上雇用見込みの者に拡大

厚生労働省は雇用保険法改正に向けた作業を行っており、非正規労働者に対する雇用保険の適用範囲を週所定

労働時間20時間以上で31日以上雇用見込みの者に拡大するほか、財政基盤の強化として、失業給付にかかる雇用

保険料率を、現行の賃金の0.8％（労使折半）から1.2％に引き上げられる見込みです。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[厚生労働省]

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000003nnz.html

【雇用】男女間の賃金格差解消に係る論点について

厚生労働省の変化する賃金・雇用制度の下における男女間賃金格差に関する研究会では、男女間の賃金格差解

消に向けた取り組みなどの議論を重ねとともに、賃金格差解消に向けた労使の取り組みを促すためのツールの作

成等についても検討を加えています。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[厚生労働省]

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/12/s1225-17.html

【税務】日曜日に確定申告の相談等を行う税務署について

平成21年分確定申告期間中は、確定申告予定者の利便性向上のため、一部の税務署で、2月21日と2月28日の日

曜日に限って確定申告の相談・申告書の受付が行われます。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[国税庁]

アイリス行政書士法人
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http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/heichoubi.htm

【租税】日本・オランダ租税条約の改正交渉が基本合意

日本政府は、オランダとの間で「所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国政府とオランダ王

国政府との間の条約」に代わる新条約について、この程基本合意しました。この新条約案は、現行条約の内容を

全面的に改正するものであり、脱税及び租税回避行為の防止、さらに両国間の投資・経済交流を一層促進するこ

とが期待されます。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[財務省]

http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/sy211218au.htm

【経営】住宅版エコポイント制度がスタート！

昨年末、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」が閣議決定され、『住宅版エコポイント制度の創設』が盛

り込まれました。これにより、エコリフォーム又はエコ住宅の新築をされた方は、様々な商品・サービスと交換

可能なエコポイントを取得できることになります。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[経済産業省]

http://www.meti.go.jp/press/20100115002/20100115002.html

【経営】中小企業庁の条件変更対応保証制度について

平成21年12月4日、「中小企業者等金融円滑化法」が施行され、民間金融機関には、貸付条件の変更等の要請に

前向きに応える努力義務が課されることとなり、このような公的金融機関の支援を受けていない中小企業につい

ても民間金融機関の条件変更等を促すための「条件変更対応保証制度」が創設され、運用が開始されました。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[中小企業庁]

http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/2009/091214ConditionsChangeStart.htm

【経営】取引先倒産時の貸付限度額を「8,000万円」に引上げ

取引先倒産により回収困難となる売掛金債権の高額化等を踏まえ貸付限度額を8000万円に引き上げ、これに伴

い、損金算入できる掛金の限度額を800万円に引き上げられる見込みです（ただし、中小企業倒産防止共済法の

改正が必要。）。

詳しくは下記参照先をご覧ください。

参照ホームページ[中小企業庁]

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2010/download/100105KaiseiGaiyou22.pdf


